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平成平成平成平成２２２２２２２２年度普通交付税及年度普通交付税及年度普通交付税及年度普通交付税及びびびび地方特例交付金決定額等地方特例交付金決定額等地方特例交付金決定額等地方特例交付金決定額等についてについてについてについて    

 

ⅠⅠⅠⅠ    普通交付税普通交付税普通交付税普通交付税    

 

１．普通交付税決定額（全国） 

（単位：億円、％） 

区  分 平成22年度 平成21年度 対前年度伸率 

道 府 県 分 
（１３１，３３１） 

８４，８２２  

（１１０，８４０） 

８０，６２３  

（１８．５） 

５．２  

市 町 村 分 
（９９，７８０） 

７３，９７５  

（８４，１２８） 

６８，０８７  

（１８．６） 

８．６  

合 計 
（２３１，１１０） 

１５８，７９７  

（１９４，９６８） 

１４８，７１０  

（１８．５） 

６．８  

   ※（ ）は、普通交付税決定額に臨時財政対策債の発行可能額を加えた実質的な地方交付税額 
 

２．本県分 

（１）交付決定額 （臨時財政対策債を加えた額） 

県    分     2,130億1,186万8千円 （2,759億5,466万4千円） 

市町村分     1,916億9,946万円  （2,236億6,488万円） 

（２）対前年度比較 

    ア  県分の交付決定額は、前年度に比べ71億392万2千円（3.5％）の増となった。 

      交付決定額に臨時財政対策債の発行可能額を加えた実質的な地方交付税額は、前年度に比べ203億

2,322万4千円(8.0％)の増となった。 

    イ  市町村分の交付決定額は、前年度に比べ98億4,816万4千円（5.4％）の増となった。 

       六ヶ所村は平成８年度から引き続き不交付団体となっているが、平成18年度から不交付団体となってい

た東通村は交付団体となった。 

      実質的な地方交付税額（交付団体ベース）は、前年度に比べ195億3,465万2千円(9.6％)の増となった。 

      （市町村別の額は別紙１・２のとおり。） 

（単位：千円、％） 

区 分 平成22年度 平成21年度 差引増減 伸率 

県   分 
（２７５，９５４，６６４） 

２１３，０１１，８６８  

（２５５，６３１，４４０） 

２０５，９０７，９４６  

（２０，３２３，２２４） 

７，１０３，９２２  

（８．０） 

３．５  

市町村分 
（２２３，６６４，８８０） 

１９１，６９９，４６０  

（２０４，１３０，２２８） 

１８１，８５１，２９６  

（１９，５３４，６５２） 

９，８４８，１６４  

（９．６） 

５．４  

合 計 
（４９９，６１９，５４４） 

４０４，７１１，３２８  

（４５９，７６１，６６８） 

３８７，７５９，２４２  

（３９，８５７，８７６） 

１６，９５２，０８６  

（８．７） 

４．４  

※（ ）は、普通交付税決定額に臨時財政対策債の発行可能額を加えた実質的な地方交付税額 



３．雇用対策・地域資源活用臨時特例費（平成22年度創設） 

 

（１）雇用対策・地域資源活用臨時特例費の概要 

雇用対策や、地域資源を活用し、地域の自給力と創富力を高め、持続的な地域経営を目指す緑の分権改

革の芽出しとしての取組など、「人」を大切にする施策を地域の実情に応じて実施できるよう、「雇用対策・地域

資源活用臨時特例費」（４，５００億円程度）（うち、雇用対策の取組に３，０００億円程度）を創設。 

  

（２）雇用対策・地域資源活用臨時特例費の算定額（全国) 

（単位： 億円 ） 

区 分 道府県分 市町村分 合 計 

雇用対策・地域資源活用臨時特

例費 
２，２５０ ２，２５０ ４，５００ 

 

 （３）本県分 

（単位： 千円 ） 

区 分 県  分 市町村分 合 計 

雇用対策・地域資源活用臨時特

例費 
５，４１０，２２０ ６，００２，４１８ １１，４１２，６３８ 

※市町村別算定額は別紙３のとおり。（不交付団体を含む。） 

 

 

※参考 

  地域雇用創出推進費（平成21年度創設）の廃止 

  ＜平成21年度算定額＞ 

区 分 道府県分 市町村分 合計 

全 国 ２，５００億円 ２，５０５億円 ５，００５億円 

本県分 ５，４４３，２３５千円 ５，４０９，５６１千円 １０，８５２，７９６千円 

  ※市町村別算定額は別紙３のとおり。（不交付団体を含む。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



ⅡⅡⅡⅡ    臨時財政対策債発行可能額臨時財政対策債発行可能額臨時財政対策債発行可能額臨時財政対策債発行可能額    

 

１．臨時財政対策債の概要 

平成 22 年度において、地方財源の不足に対処するため、地方財政法第５条の特例として発行される地方債

（平成 13 年度から平成２１年度までにおいても同様に発行）。 

なお、その元利償還金については、翌年度以降の基準財政需要額に全額算入される。 

 

２．臨時財政対策債発行可能額の算出方法 

平成 22 年度においては、臨時財政対策債の急増への対応として、財政力の弱い地方公共団体に配慮し、

財源調整機能を強化する観点から、発行可能額の算出方式を見直し、全ての団体に対して人口を基礎として

算出する方式（人口基礎方式）に加えて、各団体の財源不足額及び財政力を考慮して算出する新方式（財源

不足額基礎方式）を導入。 

①人口基礎方式 

   全ての地方公共団体を対象とし、各団体の人口を基礎として算出。 

②財源不足額基礎方式 

  人口基礎方式による臨時財政対策債発行可能額を振り替えたときに、財源不足額が生じている計算となる

地方公共団体を対象とし、当該不足額を基礎として算出（財政力に応じて逓増）。 

 

３．臨時財政対策債発行可能額（全国） 

                                                                      （単位：億円、％） 

区  分 平成２２年度 平成２１年度 対前年度伸率 

都 道 府 県 分 ４８，２１７．５ ３２，３５４．５  ４９．０ 

市  町  村  分 ２８，８５１．５ １９，１３１．５  ５０．８ 

合 計 ７７，０６９ ５１，４８６  ４９．７ 

※端数処理の結果、単純合計と合計欄の数値とは一致しない箇所がある。 

※不交付団体を含む。  

 

４．本県分 

県   分  629 億 4,279 万 6 千円 

市町村分  322 億 3,215 万 9 千円（市町村別発行可能額は別紙４のとおり） 

                                                                   （単位：千円、％） 

区 分 平成２２年度 平成２１年度 差引増減 伸率 

都 道 府 県 分 ６２，９４２，７９６ ４９，７２３，４９４ １３，２１９，３０２ ２６．６ 

市  町  村  分 ３２，２３２，１５９ ２２，７８６，９２１ ９，４４５，２３８ ４１．５ 

合 計 ９５，１７４，９５５ ７２，５１０，４１５ ２２，６６４，５４０ ３１．３ 

※不交付団体を含む。 

 



ⅢⅢⅢⅢ    地方特例交付金地方特例交付金地方特例交付金地方特例交付金    

 

１． 地方特例交付金の概要 

（１）児童手当及び子ども手当特例交付金 

平成18年度、平成19年度における児童手当の制度拡充及び平成22年度における子ども手当の創設等に

伴い交付するものであり、各地方公共団体の平成 18 年度及び平成 19 年度における拡充対象児童数並びに

平成 22 年度における子ども手当の創設等に係る対象子ども数をそれぞれ基礎として算定するもの。 

（２）減収補てん特例交付金 

①住宅借入金等特別税額控除分 

個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の実施に伴う地方公共団体の減収を補てんするため、

各地方公共団体の住宅借入金等特別税額控除見込額を基礎として算定するもの。 

②自動車取得税交付金分（市町村分のみ） 

平成 21 年度税制改正における自動車取得税の減税に伴う自動車取得税交付金の減収の一部を補てん

するため、平成21 年度から平成23 年度までの間、各年度500億円を各市町村の減収見込額に応じて算定

するもの。 

 

２． 地方特例交付金交付決定額（全国）  

                         （単位：億円、％）                     

区  分 平成22年度 平成21年度 対前年度伸率 

都道府県 

 地方特例交付金 

うち児童手当及び子ども手当特例交付金 

うち減収補てん特例交付金 

（住宅借入金等特別税額控除分） 

特別交付金 

１，５６６ 

１，５６６ 

１，１６８ 

３９８ 

 

－ 

２，１６０ 

９６４ 

５８１ 

３８３ 

 

１，１９６ 

△２７．５ 

６２．４ 

１０１．０ 

３．９ 

 

皆減 

市 町 村 

 地方特例交付金 

うち児童手当及び子ども手当特例交付金 

うち減収補てん特例交付金 

住宅借入金等特別税額控除分 

自動車取得税交付金分 

特別交付金 

２，２６５ 

２，２６５ 

１，１６８ 

１，０９７ 

５９７ 

５００ 

－ 

２，４６０ 

１，６５６ 

５８１ 

１，０７５ 

５７５ 

５００ 

８０４ 

△７．９ 

３６．８ 

１０１．０ 

２．０ 

３．８ 

０．０ 

皆減 

合   計 

 地方特例交付金 

うち児童手当及び子ども手当特例交付金 

うち減収補てん特例交付金 

住宅借入金等特別税額控除分 

自動車取得税交付金分 

特別交付金 

３，８３２ 

３，８３２ 

２，３３７ 

１，４９５ 

９９５ 

５００ 

－ 

４，６２０ 

２，６２０ 

１，１６２ 

１，４５８ 

９５８ 

５００ 

２，０００ 

△ １７．１ 

４６．３ 

１０１．１ 

２．５ 

３．９ 

０．０ 

皆減 

 

３．本県分 

県   分   地方特例交付金：  15 億 6,875 万 5 千円 

市町村分   地方特例交付金：  21 億 1,427 万円 （市町村別決定額は別紙５のとおり） 

 

 

 

 



（単位：千円、％） 

区  分 平成22年度 平成21年度 対前年度伸率 

都道府県 

 地方特例交付金 

うち児童手当及び子ども手当特例交付金 

うち減収補てん特例交付金 

（住宅借入金等特別税額控除分） 

特別交付金 

1，５６８，７５５ 

１，５６８，７５５ 

１，３１４，０３５ 

２５４，７２０ 

 

－ 

１，１６１，１１６ 

９０１，２８３ 

６３９，７８７ 

２６１，４９６ 

 

２５９，８３３ 

３５．１ 

７４．１ 

１０５．４ 

△２．６ 

 

皆減 

市 町 村 

 地方特例交付金 

うち児童手当及び子ども手当特例交付金 

うち減収補てん特例交付金 

住宅借入金等特別税額控除分 

自動車取得税交付金分 

特別交付金 

２，１１４，２７０ 

２，１１４，２７０ 

１，３９１，３２５ 

７２２，９４５ 

３８２，０７８ 

３４０，８６７ 

－ 

１，６２９，３０５ 

１，２８２，２１１ 

６４０，７０１ 

６４１，５１０ 

３９２，２３８ 

２４９，２７２ 

３４７，０９４ 

２９．８ 

６４．９ 

１１７．２ 

１２．７ 

△ ２．６ 

     ３６．７ 

皆減 

合   計 

 地方特例交付金 

うち児童手当及び子ども手当特例交付金 

うち減収補てん特例交付金 

住宅借入金等特別税額控除分 

自動車取得税交付金分 

特別交付金 

３，６８３，０２５ 

３，６８３，０２５ 

２，７０５，３６０ 

９７７，６６５ 

６３６，７９８ 

３４０，８６７ 

－ 

２，７９０，４２１ 

２，１８３，４９４ 

１，２８０，４８８ 

９０３，００６ 

６５３，７３４ 

２４９，２７２ 

６０６，９２７ 

３２．０ 

６８．７ 

１１１．３ 

８．３ 

△２．６ 

３６．７ 

皆減 

    ※上記交付金は、いずれも普通交付税の交付・不交付にかかわらず、全地方公共団体が交付対 

象となる。 

 

 


